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研究成果の概要（和文）：ジョージェスクレーゲンのフローファンドモデルと生態学の階層理論

を応用した多階層エネルギー分析モデルをバイオ燃料の大規模生産の自立性と実行可能性を理

論的に検討するための一般的枠組みに拡張した。その枠組みを利用して、トウモロコシからエ

タノールを生産する際に必要となる労働時間と土地面積を求めた。日本と中国、インドのどの

国においても、労働と土地の必要量が想像を絶する規模になるため、エタノールの大規模生産

は実行可能ですらないことを示した。 

 
研究成果の概要（英文）：The scheme called as Multi-Scale Integrated Analysis of Societal and 

Ecosystem Metabolism based on Georgescu-Roegen’s flow-fund model and hierarchy theory of 

theoretical ecology has been extended to study the viability and feasibility of large scale biofuels 

production. Using this general framework, labor and land requirement was calculated to produce ethanol 

from corn. Labor and land requirement has shown to be tremendously large, thus no country (Japan, 

China and India) would not achieve feasibility conditions, let alone viability conditions.   
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１．研究開始当初の背景 

 

（１）中国やインドに代表されるアジアに於
ける今後予測される急速な経済発展により、
アジア地域でのエネルギー消費量は石油換
算(TOE)で 2004 年の 31 億から 2030 年には
62 億に達すると推定されている。このアジア
地域のエネルギー消費推定値は 2030 年にお

ける世界のエネルギー使用量の約 4割に該当
する量になると言われている。 

（２）生態系や社会経済システムに地球温暖
化現象が与える影響が近未来に深刻化する
との危惧から、石油や天然ガスに代替可能な
エネルギー源の探求が国際的にも急務にな
りつつあり、代替可能なエネルギー源のひと
つとしてバイオ燃料が注目を集めつつある。
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実際、アメリカとブラジルは 2007 年 3 月に
バイオ燃料の総括的 2 国間協定を締結し、大
規模なバイオ燃料生産を強力に推進するこ
とに合意した。日本においても新エネルギー
の普及促進のために、2003 年度から再生可
能エネルギー割当制度（RPS (Renewables 

Portfolio Standard)制度）が実施されている。
ヨーロッパでは同様の制度が日本よりも先
行して実施されている。 

 

２．研究の目的 

（１）バイオ燃料促進理由を理論的・実証的
に検討するためのバイオ燃料の実行可能
性・自立性と環境負荷に関する総合評価モデ
ル（国別マクロレベルと産業レベル・地域レ
ベル、およびそれらの相互関係の分析に利用
可能な方法論を含む）を構築する。 

（２）ＧＩＳを利用した情報（天然林や人工
林分布や農作地分布、エネルギー供給地の分
布、林道の形状分布と輸送経路など）を積極
的に活用し、バイオ燃料の需要量と供給量を
推定する際に利用する。バイオマスエネルギ
ー源とエネルギーの供給先の地理的関係を
明瞭に把握した分析を総合評価モデルに組
み込む。 

（３）トウモロコシからエタノールを大規模
に生産する際に必要となる労働力と土地の
必要面積を、拡張した多階層エネルギー分析
モデル(Multi-Scale Integrated Analysis of 

Societal and Ecosystem Metabolism, 

MuSIASEM)を利用して計算し、エタノール
生産の自立性と実行可能性を検討する。 

 

３．研究の方法 

（１）MuSIASEMは、多階層レベルのシステム
に属する生産要素（フローとファンド）の配
分の時系列分析に適用するモデルである。フ
ローとはエネルギーや生産物のように生産
過程に投入されるかあるいは生産過程から
質的変化を遂げて産出されるものであり、フ
ァンドとはフロー要素の変換に必要な土地
（リカードの意味の土地だけでなく有機物
を生産する森林や農作地を含む）や労働時間、
資本である。 
（２）MuSIASEMを利用すると異なるレベルに
ある階層間の相互依存関係を詳細に研究す
ることが可能になる。異なるレベルに属する
変数（あるいはパラメータ）を変更するとほ
ぼすべての階層に属する変数に変化を誘発
し、このメカニズムを利用してバイオ燃料も
含めたエネルギー需給体系の実行可能性や
シナリオを詳細に分析することが可能にな
る。 
（３）日本，中国，インドの各国において，
全国レベル，地域レベルでのバイオマス賦存 
量・可採可能量・供給可能量に関わる GIS デ
ータベースの整備を行い，バイオ燃料の供給

ポテンシャルについて環境的側面から評価
を行う。技術効率や環境改善効率に関する日
本・中国・インドでのマクロ、地域レベル、
ミクロデータを整備するとともに、環境政策
の技術進歩への影響について MSIASM を利用
して解析し、バイオ燃料を含めたエネルギー
ミックスの実行可能性とシナリオ分析も合
わせて解明する。 
（４）日本と中国、インドでエタノールを生
産する場合に必要な労働量と土地の必要量
を計算する。まず労働生産性については現在
最も楽観的と言われている 10MJ/hourとして
分析する。また、土地の生産性につては日本
でトウモロコシを生産する際の必要土地面
積を元に計算する。30.853MJ/ha という数値
はトウモロコシの収穫や運搬など製造に関
わるその他の過程において消費されるエネ
ルギーを考慮していない為、非常に楽観的な
数値であると言える。このようにして計算し
た労働量と土地面積はエタノール生産に必
要な下限を与えてくれる。 
 
４．研究成果 
主な成果 2点についてのみ述べる。 
（１）GIS データを組織的に MuSIASEM の枠組
みに利用できるようにモデルを拡張するこ
とが可能になった。またプログラム Rを利用
して時系列データを 6個の示量変数と 7個の
示強変数の組み合わせで表現できるように
（３階層の場合）プログラム化し、時系列デ
ータをビジュアル化できるようになった。注
目するどの変数についてもフェーズダイア
グラムを作成できるようにすることができ、
時系列データにアトラクターが存在するか
どうかも検討できるようになった。GIS の利
用により土地利用のパターンやその時系列
変化を組織的に利用することもできるよう
になった。これらの成果はバイオ燃料の実行
可能性・自立性に関する一般的枠組みとして
2009年に英国の Routledge社から出版した著
書 The Biofuel Delusion: The Fallacy of Large 

Scale Agro-Biofuel Productionに収めれている。
また 2011年 11月に英国の Routledge 社から
出 版 し た 著 書 The Metabolic Pattern of 

Societies: Where Economists Fall Short でも利
用している。さらに、2012 年 10 月に同じく
Routledge 社から出版される（すでに校正刷
り処理済みでアマゾン洋書で登録されてい
る）Energy Analysis for a Sustainable Future: 

Multi-Scale Integrated Analysis of Societal and 

Ecosystem Metabolism でも利用している。 
（２）バイオ燃料（エタノール）を生産する
ために必要な労働量と土地面積 
 
日本と中国、インドの大規模エタノール生産
の可能性を考える前に、現在大規模にエタノ
ールを生産しているブラジルとアメリカに



 

 

ついて述べる。2006 年において世界のバイオ
燃料生産の 88%がこの 2 国で生産されている
が、世界のエネルギー消費のうち燃料として
利用されているエネルギー全体に占める割
合はたったの 1.2%である。土地が広範囲に利
用可能でかつ余剰の労働力が利用できるブ
ラジルのような国（この場合はサトウキビか
らエタノール）のみ、実行可能となるのであ
ろう。しかしながら、この場合でも土地の肥
沃度を長期的に維持することや水の大量使
用が生態系に与える打撃はことのほか大き
い。アメリカの場合には、農業補助金と大量
の石油使用によりエタノールが生産されて
いる。生産されるエタノールの 9割を超える
石油が使用されている。本研究の対象となっ
ている日本と中国、インドどの国においても
大規模エタノール生産は自立可能性はもち
ろんのこと、実行可能性でさえ実現するのは
到底不可能である。日本の場合のみ簡潔に労 
働と土地の必要面性を 2030 年までのシナリ
オとして提示する。 
まず、製造部門での労働の必要量については
以下にひとつの図を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2000 年において 10％のケースではおよそ
3500万人、20％のケースでは 7000万人、30％
のケースでは 1 億人の労働力が必要となる。
この数値を 2000 年の労働人口である約 6300
万人と比較してみると、10％のケースではこ
れのほぼ 56％の労働人口が必要で 20％、30％
のケースでは 2000 年の労働人口を上回ると
いうことが図より明確に読み取れる。そして
製造業部門の労働人口ははるかに上回って
いる。またその差は年を追うごとに大きくな
っているともわかる。製造業部門ではエネル
ギー消費の 10％をバイオ燃料でまかなうの
も全労働人口の半数以上を占めるほどの労
働力を必要とする。これは鉄鋼・化学・窯業
土石・紙パルプといったエネルギー多消費業
種が多いためにエネルギー消費量も多く、そ
して増加傾向にあるためにバイオ燃料の導
入が困難であるといえる。 
エタノール生産の土地の必要面積について
は以下にひとつの図を示す。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
製造部門においてのエネルギー消費のそれ
ぞれ 10％、20％、30％をバイオ燃料で代替し
た場合の必要な面積である。 日本の面積は
377,000平方キロメートルなので、1990年時
点の 10％代替時においてすら、日本の総面積
を大きく上回って 2億平方キロメートル！と
なっている。したがってエタノールの大規模
生産は労働と土地の必要量が桁外れに大き
く、大規模生産はまったく意味がないのであ
る。補助金を利用して一時的にこのような無
駄なエネルギー利用を推し進めるのは馬鹿
げている。2011年に日本で起こった日本中油
事件はこの補助金漬けのバイオ燃料生産の
実態を示すものである。中国やインドにおい
ても同様に労働と土地の必要量は想像を絶
するほどである。加えて、水の大量使用やエ
タノールへの変換時の各種の汚染物質の大
量廃棄、さらには食料となるべきトウモロコ
シを実行可能性の条件すら満足しないエタ
ノールの生産に利用して良いのかという倫
理的な問題も存在する。 
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